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＝新年のごあいさつ＝ 

社会福祉法人全国手話研修センター 

                                           後援会会長  清田  廣 

 新年あけましておめでとうございます。 

皆様におかれましては良きお正月をお迎えの事と存じます。又、旧年中は後援会にご協力いただき

感謝申し上げます。２０１５年度は、後援会を設立して４年が経ち、活動もマンネリ化して会員数が減

少しています。会長として大いに反省すべきところです。 

このままの状況が続けば、全国手話研修センターを支援するどころではなく、後援会の存続の危

機を迎える事になります。これまでは、繰越金を計上できていたので、全国手話研修センターへの支

援も、後援会の運営も出来ました。おそらく 2015年度決算では、この繰越金は当面の後援会の運営

が出来る程度の金額で終わる事が予想されます。2016 年は本当に後援会の存続を懸ける年になる

と考えています。後援会の運営を支えるためには、最低でも 5,000 人の会員が必要です。 

今、全国的に手話言語法の制定や手話言語条例の策定の運動が広がり、それなりの成果が報

告されています。これに伴い、全国手話研修センターがどの様な役割を果たすのか、その内容を具

体化してもらい、これを後援会として支援していく事で、後援会の役割もより明確化して全国の関係

者にお願いする。又、今後後援会独自の取り組みも検討していく。 

2016 年は、後援会５年目として新たな後援会を築き、全国の皆様から大きな力をいただき、会員

も 5,000 人を超え、目標とする 1 万人後援会達成の足がかりとなる年にしていきたいと決意しており

ます。今年もよろしくお願い申し上げます。 

☆後援会紹介のＤＶＤが完成しました☆ 

                       かねてから、後援会活動を多くの人たちに知ってもらうため、紹

介ビデオを作成してはどうかとの声が寄せられていましたが、この

度、DVDが完成しました。「後援会紹介DVD」の放映時間は12分

程度で、総会や様々な小集会、例会の場でご活用いただき、後援

会活動の理解に役立てていいただけます。内容は、研修センター

の事業・施設の紹介、後援会の紹介などです。１月中には、全日

本ろうあ連盟、全通研、通訳士協会の傘下団体、支部に配布する 

                      予定です。是非、ご活用を！               (事務局)             

 



                 

入会状況 （1 月 7 日）           

○▼□近通研集会に参加して□●▽ 

去る、１２月１２～１３日

大阪で近通研集会が開か

れた。 

１２日（土）の１日目はち

ょっと早めに行き、出来た

ばかりの 「のぼり」を立て

て待っていても、大阪の要員ばかり。 

「分科会が始まるから早く早く」と呼び出され

て、あわてて分科会で報告。２日目、分科会が

終わって、お昼の休憩時間、全国手話研修セン

ター後援会受付の「のぼり」の下で座っていると、

「あっ、持田さんや、持田さんの顔を見たら入ら

なあかんな」と一人、二人と入会してもらった。 

そうして、また一人「同じ分科会でした。レポー

ト報告、とてもよかったです。お話しが良かった

から、私も入ります。」と若い女性が入会してくれ

た。 

見てないようで、誰かが見ているんですね。改

めて気づかせてくれた女性に感謝しています。

Ｍさんありがとう。私もＭです。これからも一緒に

頑張りましょう。            （持田委員）   

                                                                             

★情報アクセシビリティ・フォーラム２０１５ 

（東京） 

１２月１２日～１３日全日本ろうあ連盟主催の

情報アクセシビリティ・フォーラムが東京（秋葉原）

にて開催されました。全国手話研修センターが

ブースを出展、併せて研修センター後援会の入

会を呼びかけ、15 名の方がご入会くださいまし

た。引き続き様々な場で活動していきたいと思

います。                   (事務局) 

 合計 ろう 健聴 目標 進捗 

北海道 98 37 61 510 19.2% 

青森県 97 62 35 140 69.3% 
岩手県 20 13 7 100 20.0% 

宮城県 19 9 10 160 11.9% 

秋田県 30 12 18 70 42.9% 

山形県 29 17 12 90 32.2% 

福島県 68 37 31 200 34.0% 

東北計 263 150 113 760 34.6% 

茨城県 18 15 3 130 13.8% 

栃木県 36 17 19 160 22.5% 

群馬県 91 70 21 200 45.5% 
埼玉県 121 46 75 610 19.8% 
千葉県 151 60 91 280 53.9% 

東京都 113 60 53 750 15.1% 

神奈川県 51 28 23 390 13.1% 

山梨県 44 19 25 100 44.0% 

関東計 625 315 310 2,620 23.9% 

新潟県 14 3 11 140 10.0% 

長野県 70 6 64 170 41.2% 

富山県 16 2 14 120 13.3% 

石川県 45 32 13 160 28.1% 
福井県 34 19 15 60 56.7% 

北信越計 179 62 117 650 27.5% 

岐阜県 41 24 17 150 27.3% 

静岡県 248 126 122 340 72.9% 
愛知県 146 44 102 520 28.1% 
三重県 37 26 11 190 19.5% 

東海計 472 220 252 1,200 39.3% 

滋賀県 58 18 40 170 34.1% 
京都府 170 58 112 330 51.5% 
大阪府 375 212 163 750 50.0% 

兵庫県 357 147 210 430 83.0% 

奈良県 144 77 67 140 102.9% 

和歌山県 42 6 36 130 32.3% 

近畿計 1,146 518 628 1,950 58.8% 

鳥取県 15 6 9 60 25.0% 

島根県 26 8 18 70 37.1% 

岡山県 72 23 49 190 37.9% 

広島県 106 32 74 280 37.9% 
山口県 31 4 27 110 28.2% 

中国計 250 73 177 710 35.2% 

徳島県 19 8 11 40 47.5% 

香川県 29 11 18 100 29.0% 
愛媛県 5 0 5 120 4.2% 
高知県 58 21 37 90 64.4% 

四国計 111 40 71 350 31.7% 

福岡県 64 18 46 450 14.2% 
佐賀県 12 9 3 50 24.0% 
長崎県 90 10 80 190 47.4% 

熊本県 42 15 27 140 30.0% 

大分県 22 6 16 160 13.8% 

宮崎県 6 1 5 100 6.0% 

鹿児島県 41 9 32 80 51.3% 
沖縄県 5 2 3 80 6.3% 

九州計 282 70 212 1,250 22.6% 

合計 3,426 1,485 1,941 10,000 34.3% 


